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社会保険労務士による労働関係法令遵守に関する調査 

（ 労 働 環 境 モ ニ タ リ ン グ ） 結 果 に つ い て 

 

令和 4 年度モニタリング実施方針に基づき、指定管理業務と役務の提供を主とした委託

業務において、適正な労働環境のもとで業務が確実に履行されるよう、以下のとおり、社会

保険労務士による労働関係法令遵守に関する調査を実施した。 

 

１ 調査者 

  東京都社会保険労務士会 中野・杉並支部 

 

２ 調査対象 

 施設名・業務名 事業者名 所管課 

(１) 阿佐谷地域区民センター 株式会社オーチュー 

地域課 

(２) コミュニティふらっと永福 
シダックス大新東ヒューマンサー

ビス株式会社 

(３) 高井戸保育園 社会福祉法人東京家庭学校 

保育課 

(４) 上高井戸保育園 社会福祉法人風の森 

(５) 西田学童クラブ 
株式会社マミー・インターナショ

ナル 
児童青少年課 

(６) 桃三学童クラブ 株式会社日本デイケアセンター 

 

３ 調査時期 

令和 4年 8月～12 月 

 

４ 調査等の方法 

（１）労働環境モニタリング説明会 

事業者及び所管課に対し、労働環境モニタリングの流れと概要を説明するとともに、事前

調査確認用の書類の提出を依頼した。 

（２）現地調査ヒアリング及び本部調査ヒアリング 

提出書類の調査確認後、現地にて、施設責任者や職員に対して労働条件に関する事項等の

ヒアリングを行い、次に事業者の本部にて、労務担当者に対して就業規則等の規定の内容・

運用のヒアリングを行った。 

（３）評価結果報告書の作成 

書類調査やヒアリング調査の結果について「評価結果表」をまとめ、当該事業者に対し、

労働関係法令上の解釈や適正手続に関する認識の是正を図る等、労働環境の整備に向けた改

善提案を行った。この提案に基づき、事業者が改善に向け作成した「実施計画」について、

調査にあたった社会保険労務士が実施内容や方法を確認し、「評価結果報告書」を作成した。 
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５ 評価項目及び評価の視点 

 評価項目 評価の視点 

(１) 雇用契約と協定等 

○就業規則、雇用契約、労使協定等の労働条件は適正な内容となって
いるか。 
○各種労使協定は適正か。 
○就業規則は労働者に周知されているか。 

(２) 安全衛生関係 
○健康診断の実施、産業医等の選任、業務災害への対策の状況は適正
か。 
○喫煙対策などが行われているか。 

(３) 労働時間 
○労働時間は適正に管理されているか。 
○休暇・休日の取得状況及び管理は適切か。 

(４) 給与 
○賃金台帳等から適正な計算に基づき支払いが行われているか。 
○労働契約に基づいた支払日に適切に支払われているか。 
○最低賃金は確保されているか。 

(５) 各種保険加入手続 
○社会保険・労働保険・雇用保険への加入状況、手続の時期等は適正
か。 

(６) 法定帳簿等の整備 
○労働者名簿、賃金台帳、出勤簿、労働条件通知書等が整備されてい
るか。 

 

６ 評価結果及び改善報告（実施計画）の概要 

 主な内容は以下のとおり。 

 

【評価項目(１)雇用契約と協定等 】 

評価結果（改善を要する事項） 事業者の改善報告（実施計画）内容 

就業規則の労働者への周知について 

就業規則は鍵がかかっているキャビネットに保

管されており、労働者が自由に閲覧できる環境

ではありません。就業規則を労働者が自由にア

クセスできる環境をつくることが必要です。 

（労働基準法第１０６条、労働基準法施行規則

第５２条の２） 

 

労働条件通知書の法定項目の記載について 

パートタイマー等有期雇用労働者の労働条件通

知書（雇用契約書を兼ねてもよい）に、法定項

目（退職手当の有無、短時間・有期雇用労働者

の雇用管理の改善等に関する事項に係る相談窓

口）を記載する必要があります。 

 

自由に閲覧できる書棚に保管場所を移動しまし

た。 

 

 

 

 

 

 

パートタイマー労働条件通知書（雇用契約書）

に法定項目を記載するよう改訂しました。 
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（短時間・有期雇用労働者法第６条、短時間・

有期雇用労働者法施行規則第２条） 

 

パートスタッフの休憩時間の記載について 

パートスタッフの始業・終業時刻、休憩時間に

ついては、雇用契約書（労働条件通知書）では

「業務運営計画表による」と記載され、併せて

シフト表を提示していましたが、シフト表には

休憩時間の記載がありませんでした。労働条件

通知書には、休憩時間について明示しなければ

なりません。速やかに、労働条件通知書又はシ

フト表に記載してください（労働基準法第１５

条、則５条）。 

 

 

 

 

休憩時間についてシフト表に記載し明示しまし

た。 

 

【 評価項目(２)安全衛生関係 】 

評価結果（改善を要する事項） 事業者の改善報告（実施計画）内容 

衛生推進者の選任について 

衛生推進者を選任する義務がありますが、選任

されていません。 

速やかに法定の要件を満たす衛生推進者を選任

し、かつ、周知を実施してください。 

（労働安全衛生法第１２条の２） 

 

衛生推進者講習を受講し、衛生推進者を選任し、

現場事務所内に掲示し周知いたしました。 

 

 

 

 

 

【 評価項目(３)労働時間 】 

評価結果（改善を要する事項） 事業者の改善報告（実施計画）内容 

始業・終業時刻の確認、記録について 

始業・終業時刻の確認、記録は、上長が行って

いますが、必ずしもその都度の確認、記録では

ありません。厚生労働省のガイドラインは、労

働時間の適正な把握について、使用者自らの現

認による確認か、タイムカード等の客観的な記

録を基礎とした確認、記録を原則的な方法とし

ています。 

（「労働時間の適正な把握のために使用者が講

ずべき措置に関するガイドライン」平２９.１.

２０策定）フルタイムスタッフの始業・終業時

刻、休憩時間について 

 

フルタイムスタッフの始業・終業時刻、休憩時

間について 

変形労働時間制でないにもかかわらず、就業規

 

勤怠管理システム導入し、始業・終業時刻を記

録することとしました。システム導入までは、

使用者が都度確認し記録を行うこととしまし

た。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

始業時刻、終業時刻、休憩時間について、厚生
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則と実際の勤務とに乖離があります。勤務は、

就業規則どおりに行う必要があります。速やか

に、勤務実態と就業規則とを合わせてください

（労働基準法第８９条１号） 

労働省モデルに準じて別紙にて記載し就業規則

に添付致します。 

 

【 評価項目(４)給与 】 

評価結果（改善を要する事項） 事業者の改善報告（実施計画）内容 

給与の振込先金融機関について 

給与の支払いについて、振込口座の金融機関が

２か所に限定されていました。給与は、労働者

の同意を得た場合に本人が指定する金融機関へ

の振込みができることとなっています。速やか

に、振込先金融機関の限定をなくし、労働者が

任意に金融機関を指定できるようにしてくださ

い（労働基準法第２４条、則第７条の２）。 

 

労働者より２か所以外の金融機関の指定があっ

た場合は、対応するように運用を変更致しまし

た。 

 

 

 

 

【 評価項目(５)各種保険加入手続 】 

評価結果（改善を要する事項） 事業者の改善報告（実施計画）内容 

改善を要する事項はありません。  

 

 

 

 

【 評価項目(６)法定帳簿等の整備 】 

評価結果（改善を要する事項） 事業者の改善報告（実施計画）内容 

賃金台帳について 

賃金台帳に、法定記載事項である賃金計算期間、

労働日数、労働時間数、時間外労働時間数に関

する事項の記載がありませんでした。速やかに

改善を行ってください。 

（労働基準法第１０８条、労働基準法施行規則

第５４条） 

 

賃金台帳に、法定記載事項である賃金計算期間、

労働日数、労働時間数、時間外労働時間数に関

する事項の記載いたしました。 

 

 

 

 

７ 全体的な評価 

書類調査及びヒアリング等を行った結果、雇用契約と協定等、労働時間及び給与等の項目

について、軽微な不備が見受けられるなど、改善を要する事項があった。改善提案に対して

は、多くの事項について改善が図られ、事業者から改善計画が提出されていることから、確

実に実施できるものと判断した。 



令和４年度労働環境モニタリング 

評価結果報告書 

 <参考：PDF データの検索方法> 

 ①左図の「施設名・業務名」のご覧になりたい業務 の「ページ数」を入力 して検索  

②該当業務の報告書が表示されます 

 

 施設名・業務名 
ページ

数 

(１) 阿佐谷地域区民センター ６ 

(２) コミュニティふらっと永福 ３１ 

(３) 高井戸保育園 ５４ 

(４) 上高井戸保育園 ７６ 

(５) 西田学童クラブ ９７ 

(６) 桃三学童クラブ １２４ 
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労働環境モニタリング □評価結果 □実施計画 ■報告書 

 

● 事業者 ：株式会社 オーチュー  

● 評価対象事業場 ：阿佐谷地域区民センター 

       令和４年１２月２６日作成 

 

評価者：東京都社会保険労務士会 中野・杉並支部 支部長 澤木寛一 

 

【評価項目１：雇用契約と協定等 】 
評 価 の 視 点 改 善 を 要 す る 事 項 実施方法及び内容 実施時期 結果報告 

（1）就業規則、雇用契

約、労使協定等の労働条

件は適正な内容となって

いるか。 

 

（２）各種労使協定は適

正か。 

 

（３）就業規則は労働者

に周知されているか。 

①就業規則の労働者への周知について 
就業規則は鍵がかかっているキャビネット

に保管されており、労働者が自由に閲覧で

きる環境ではありません。就業規則を鍵の

かかっていない書棚に保管するとか、事業

所内イントラネットに掲載するなどして、

労働者が自由にアクセスできる環境をつく

ることが必要です。 
（労働基準法第１０６条、労働基準法施行

規則第５２条の２） 
 
②就業規則・３６協定の事業場単位の届出

について 

就業規則や３６協定は事業場単位で届出る

のが基本ですが、事業場ごとの就業規則と

３６協定はなく、全事業場共通のものを本

部所轄の労働基準監督署に届出ています。 

自由に閲覧できる書棚

に保管場所を移動しま

す。 

 

 

 

 

 

 

 

 

事業所個別で新宿労働

基準監督署に届出ま

す。今後、審査対象外

の事業所を含め一括届

での届出を検討しま

す。 

令和4年9月に実

施済み 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

令和5年1月末日

までに実施 

 

 

 

 

就業規則の保管場所を移動

し、労働者が自由に閲覧で

きるようになったことを確

認しました。 
 
 
 
 
 
 
 
 
改善の方法が示されたもの

と評価できます。 
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ともに一括届が認められていますが、一括

届の手続きもとられていません。 
30 名以上の従業員が雇用されていること、

統括責任者がほぼ常駐していること等を鑑

みれば、当事業場は独立した事業場として

各種手続きを行うのが適当です。 
（昭４７.９.１８基発第９１号） 
 
③労働条件通知書の法定項目の記載につい

て 
パートタイマー等有期雇用労働者の労働条

件通知書（雇用契約書を兼ねてもよい）

に、法定項目（退職手当の有無、短時間・

有期雇用労働者の雇用管理の改善等に関す

る事項に係る相談窓口）を記載する必要が

あります。 
（短時間・有期雇用労働者法第６条、短時

間・有期雇用労働者法施行規則第２条） 
 
④過半数代表の選出について 

会社主導の手続き（立候補者の募集、立候

補者の可否の確認等）により、過半数代表

が選出されています。過半数代表の選出に

会社は関与すべきではありません。労働者

が民主的な方法（全員参加の会議での話し

合い、投票等）で過半数代表を選出するよ

うにしてください。 
（労働基準法施行規則第６条の２、平２３.
５.１８基発０５１８第１号） 
 
⑤育児・介護休業規定の改定について 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

パートタイマー労働条

件通知書（雇用契約

書）に法定項目を記載

するよう改訂しまし

た。 

 

 

 

 

 

 

労働者が民主的な方法

で過半数代表を選出す

るようにします。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

令和 4 年 11 月に

実施済み 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

令和 4 年 12 月ま

でに実施 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
パートタイマー労働条件通

知書（雇用契約書）に法定

項目を記載していることを

確認しました。 
 
 
 
 
 
 
 
 
改善の方向性が示されたも

のと評価できます。 
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令和４年４月に、改正育児・介護休業法が

施行されていますが、育児・介護休業規定

にその改正内容が反映されていません。同

年１０月の改正内容と併せて改定する必要

があります。 
（改正育児・介護休業法、令和４年４月１

日施行、令和４年１０月１日施行） 

改正内容を反映し、規

定を改定します。 

令和5年1月末日

までに実施 

 

改善の方法が示されたもの

と評価できます。 

 
 

【 評価項目２：安全衛生関係 】 

評 価 の 視 点 改 善 を 要 す る 事 項 実施方法及び内容 実施時期 結果報告 

（１）健康診断の実施、

産業医等の選任、業務災

害への対策の状況は適正

か。 

 

（２）喫煙対策などが行

われているか。 

①健康診断の結果に異常の所見があるとき

について 

異常の所見について、本部スタッフが医師

等の診察を受けるよう指示するとのことで

すが、それだけでは不十分です。異常の所

見があるときは、医師等の意見を聴き、記

録し、それに応じた措置を講じることが必

要です。 
（労働安全衛生法第６６条の４、同法第６

６条の５） 
 
②メンタルヘルスケアの推進について 
リーフレットの備え付け、冊子の配布、セ

ミナー受講、会議等での情報共有により、

メンタルヘルスケア推進の取組みをしてく

ださい。 
（労働安全衛生法第７０条の２、（労働者の

心の健康の保持増進のための指針：平２７.
１１.３０公示６号）） 
 

医師等の意見を聴き、

記録し、それに応じた

措置を講じます。 

 

 

 

 

 

 

 

 

定例会議においてリー

フレット等を配布し情

報共有を行います。 

 

 

 

 

 

 

令和 4 年 11 月か

ら随時実施 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

令和 4 年 12 月か

ら随時実施 

 

 

 

 

 

 

 

改善の方向性が示されたも

のと評価できます。 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
改善の方法が示されたもの

と評価できます。 
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③衛生推進者の選任の選任について 
衛生推進者を選任する義務がありますが、

選任されていません。速やかに法定要件を

満たす衛生推進者を選任し、事業場内に周

知するようにしてください。 
（労働安全衛生法第１２条の２） 

速やかに選任し周知し

ます。 

令和 4 年 11 月受

講済み（安全衛生

推進者）・周知 

衛生推進者を選任し、事

業場内に周知済みである

ことを確認しました。 

 

 

【 評価項目３：労働時間 】 
評 価 の 視 点 改 善 を 要 す る 事 項 実施方法及び内容 実施時期 結果報告 

（１）労働時間は適正に

管理されているか。 

 

（２）休暇・休日の取得

状況及び管理は適切か。 

①始業・終業時刻の確認、記録について 

始業・終業時刻の確認、記録は、上長が行

っていますが、必ずしもその都度の確認、

記録ではないようです。厚生労働省のガイ

ドラインは、労働時間の適正な把握につい

て、使用者自らの現認による確認か、タイ

ムカード等の客観的な記録を基礎とした確

認、記録を原則的な方法としています。 
（「労働時間の適正な把握のために使用者が

講ずべき措置に関するガイドライン」平２

９.１.２０策定） 
 
②３６協定の限度時間を超えた法定時間外

労働について 
３６協定で定める時間を超えた法定労働時

間外労働の実態がありました。本３６協定

は特別条項付きではありませんが、突発的

な対応で３６協定の定める時間を超えた法

定労働時間外労働が発生する可能性がある

のであれば、特別条項付きの３６協定の締

結をご検討願います。 

勤怠管理システム導入

し、始業・終業時刻を

記録します。システム

導入までは、使用者が

都度確認し記録を行い

ます。 

 

 

 

 

 

 

（旧）阿佐谷地域区民

センターから（新）阿

佐谷地域区民センター

への引っ越しならび

に、立ち上げ業務等稀

にしかない状況であっ

たため超過してしまい

ました。今後において

は、そのような状況と

令和 4 年 12 月デ

モンストレーシ

ョン 

令和5年1月 1以

降試験的運用開

始予定 

 

 

 

 

 

 

経過観察 

 

 

 

 

 

 

 

 

改善の方法が示されたもの

と評価できます。 
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

今後は、突発的な対応が迫

られる場合でも、３６協定

で定める時間を超えた時

間外労働を発生させない

ことを確認しました。 
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（労働基準法第３６条） 
 
 
 
③年次有給休暇の確実付与並びに時間単位

付与について 
パートタイマー就業規則に確実付与の規定

がなく、時間単位取得についての規定があ

りますが、労使協定が締結されていませ

ん。確実付与の規定を設けるとともに、労

使協定の締結をしてください。 
（労働基準法第３９条７項、同３項） 
 
④１か月単位の変形労働時間制について 
起算日が明確でないので、就業規則等に起

算日を記載するようにしてください。 
また、設備のシフト表の総労働時間が法定

労働時間を超えています。総労働時間が法

定労働時間を超える場合は、変形労働時間

制は無効となります。 
（労働基準法第３２条の２、労働基準法施

行規則第１２条の２、労働基準法第１３

条） 

はならないため、特別

条項付きは締結いたし

ません。 

 

パートタイマー就業規

則に確実付与の規定を

設け、労使協定を締結

します。 

 

 

 

 

 

1．起算日を記載しま

す。 

2．設備のシフトを見直

し総労働時間が法定労

働時間を越えないよう

にします。 

 

 

 

 

令和5年1月末日

までに実施 

 

 

 

 

 

 

 

1． 令和 5 年 1 月

末日までに実

施 

2． 令和4年11月

より実施 

 

 

 

 

改善の方法が示されたもの

と評価できます。 
 

 

 

 

 

 

 

改善の方法が示されたもの

と評価できます。 
 

 

 

 

 

 

 

 

 

【 評価項目４：給与 】 

評 価 の 視 点 改 善 を 要 す る 事 項 実施方法及び内容 実施時期 結果報告 

（１）賃金台帳等から適

正な計算に基づき支払い

が行われているか。 

 

（２）労働契約に基づい

各種手当について 

賃金規程には、各種手当として「通勤手

当」と「その他」しか記載がありません

が、実際に支払われている手当としては、

「技術手当」「職務手当」各役職の手当など

賃金規定 2 ページ（賃

金の分類）（１）基準内

賃金にて「職務手当」

「役職手当」等の記載

令和5年1月末日

までに実施 

 

改善の方向性が示されたも

のと評価できます。 
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た支払日に適切に支払わ

れているか。 

 

（３）最低賃金は確保さ

れているか。 

があります。これら実際に支払われている

手当は、賃金規程に規定しておく必要があ

ります。 
（労働基準法第８９条） 

をしております。ただ

し、「技術手当」は未記

載の為、その他手当を

見直し再度規定しま

す。 

 
 

【 評価項目５：各種保険加入手続 】 

評 価 の 視 点 改 善 を 要 す る 事 項 実施方法及び内容 実施時期 結果報告 

（１）社会保険・労働保

険・雇用保険への加入状

況、手続の時期等は適正

か。 

改善を要する事項はありません。    

 
 
 
 
 
 
【 評価項目６：法定帳簿等の整備 】 

評 価 の 視 点 改 善 を 要 す る 事 項 実施方法及び内容 実施時期 結果報告 

（１）労働者名簿、賃金

台帳、出勤簿、労働条件

通知書等が整備されてい

るか。 

改善を要する事項はありません。    

 



 

 

 
別紙３ 評価結果表 調査施設（業務名）：阿佐谷地域区民センター 

事業者名：株式会社 オーチュー 

評価項目 評価結果 
改善を要する内容 

（良好であっても見直すべき点があれば記載のこと）
改善案・見直しの考え方 

１ 雇用契約と協定等 
□適切 

■要改善（軽微） 

□要改善 

①就業規則の労働者への周知について 

就業規則は鍵がかかっているキャビネットに保管され

ており、労働者が自由に閲覧できる環境ではありませ

ん。 
②就業規則・３６協定の事業場単位の届出について 

就業規則や３６協定は事業場単位で届出るのが基本で

すが、事業場ごとの就業規則と３６協定はなく、全事

業場共通のものを本部所轄の労働基準監督署に届出て

います。 
③労働条件通知書の法定項目の記載について 

パートタイマー等有期雇用労働者の労働条件通知書

（または雇用契約書）に、法定項目（退職手当の有

無、短時間・有期雇用労働者の雇用管理の改善等に関

する事項に係る相談窓口）の記載がありません。 
④過半数代表の選出について 

労働者過半数代表の選出に会社が関与しているところ

があり、選出が必ずしも民主的な方法で行われている

とは言えない状況です。 
⑤育児・介護休業規定の改定について 

令和４年の改正育児・介護休業法の改正内容が育児・

介護休業規定に反映されていません。 
 

①就業規則の保管場所を移動し、労働者が自由に閲覧

できるよう改善を求めました。 
 
 
②今後、就業規則・３６協定は一括届による届出を行

うよう改善を求めました。 
 
 
 
③パートタイマー労働条件通知書（雇用契約書）に法

定項目を記載するよう改善を求めました。 
 
 
 
④民主的な方法（全員参加の会議での話し合い、投票

等）で過半数労働者代表を選出するよう改善を求めま

した。 
 
⑤改正育児・介護休業法の改正内容を反映して、育

児・介護休業規定を改定するよう改善を求めました。 

２ 安全衛生関係 
□適切 

■要改善（軽微） 

□要改善 

①健康診断の結果に異常の所見があるときについて 

異常の所見があるときは、医師等の意見を聴き、記録

し、それに応じた措置を講じることが必要です。 
②メンタルヘルスケアの推進について 

①異常の所見があるときは、医師等の意見を聴き、記

録し、それに応じた措置を講じるよう改善を求めまし

た。 
②定例会議等においてリーフレットなどを配布し、情

報共有を行うよう改善を求めました。



 

 

リーフレットの備え付け、冊子の配布、セミナー受

講、会議等での情報共有により、メンタルヘルスケア

推進の取組みをしてください。 
③衛生推進者の選任の選任について 

衛生推進者を選任する義務がありますが、選任されて

いません。

 
 
 
③衛生推進者を選任し、事業場内に周知するよう改善

を求めました。 

３ 労働時間 
□適切 

■要改善（軽微） 

□要改善 

①始業・終業時刻の確認、記録について 

始業・終業時刻の確認、記録は、上長が行っています

が、必ずしもその都度、確認、記録を行っているとは

言えない状況です。 
②３６協定の限度時間を超えた法定時間外労働につい

て 

３６協定で定める時間を超えた法定労働時間外労働の

実態がありました。 
③年次有給休暇の確実付与並びに時間単位付与につい

て 

パートタイマー就業規則に確実付与の規定がなく、ま

た、時間単位取得についての規定がありますが、労使

協定が締結されていません。 
④１ヶ月単位の変形労働時間制について 

起算日が不明です。また、設備のシフト表の総労働時

間が法定労働時間を超えています。

①勤怠管理システム導入し、客観的な方法により労働

時間を把握するよう改善を求めました。 
 
 
②今後は、３６協定で定める時間を超える時間外労働

を発生させないよう改善を求めました。 
 
 
③パートタイマー就業規則に確実付与の規定を設ける

よう、時間単位取得についての労使協定を締結するよ

う改善を求めました。 
 
 
④起算日を記載するよう、また、設備のシフトを見直

し、総労働時間が法定労働時間を越えない対応をする

よう改善を求めました。 

４ 給与 
□適切 

■要改善（軽微） 

□要改善 

各種手当について 

実際に支払われている手当で、賃金規程に記載のない

手当があります。 

実際に支払われている手当は、賃金規程に記載するよ

う改善を求めました。 

５ 各種保険加入手続 
■適切 

□要改善（軽微） 

□要改善 

  



 

 

６ 法定帳簿等の整備 
■適切 

□要改善（軽微） 

□要改善 

  

 

※総合評価 

□レベル３  適切に対応している 

■レベル２  軽微な違反状態にあり。改善を求める必要がある 

□レベル１  違反状態にあり、労働基準監督署への通報を検討する必要がある 

 

過去に労働環境モニタリングを受けたことがあるとのことで、労働環境の整備を進めてこられたものと拝察いたします。要改善

事項がいくつかありましたが、いずれも軽微なもので、それほど時間をかけずに改善が可能と思われます。改善事項はいずれも実

施済みか近々実施予定であり、迅速かつ真摯にご対応いただきました。感謝申し上げます。現地ヒアリングでは、皆さんが高いモ

チベーションを持って業務に取り組んでおられることが分かりました。会社の成長・発展には、働きやすい職場づくりによる従業

員の活性化が重要と考えます。今後とも、継続して労働環境の整備を推進されますようよろしくお願いいたします。
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労働環境モニタリング □評価結果 □実施計画 ■報告書 

 

● 事業者 ：シダックス大新東ヒューマンサービス株式会社 

● 評価対象事業場 ：コミュニティふらっと永福 

       令和４年１２月２６日作成 

評価者：東京都社会保険労務士会 中野・杉並支部 支部長 澤木寛一 

 

【評価項目１：雇用契約と協定等 】 
評 価 の 視 点 改 善 を 要 す る 事 項 実施方法及び内容 実施時期 結果報告 

（１）就業規則、雇用契

約、労使協定等の労働条

件は適正な内容となって

いるか。 

 

（２）各種労使協定は適

正か。 

 

（３）就業規則は労働者

に周知されているか。 

① パートスタッフの休憩時間の記載につい

て 
 パートスタッフの始業・終業時刻、休憩

時間については、雇用契約書（労働条件通

知書）では「業務運営計画表による」と記

載され、併せてシフト表を提示していまし

たが、シフト表には。休憩時間の記載があ

りませんでした。労働条件通知書には、休

憩時間について明示しなければなりませ

ん。速やかに、労働条件通知書又はシフト

表に記載してください（労働基準法第１５

条、則５条）。 
② フルタイムスタッフの休日についての就

業規則への記載について 
 フルタイムスタッフの休日については、

就業規則の記載と実際の勤務とに乖離があ

ります。就業規則には、正しい内容を記載

する必要があります。速やかに就業規則を

①休憩時間についてシ

フト表に記載し明示す

る。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

②ふらっと永福フルタ

イム勤務者（交代制勤

務）の休日の定め方に

ついて、厚生労働省モ

デルに準じて別紙にて

①２０２２年１

２月より実施。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 
 
②２０２３年３

月３１日までに

改訂予定。 

 
 
 
 

①改善の方法が示された

ものと評価できます。 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
②改善の方法が示された

ものと評価できます。 
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実態に合った内容に修正してください（労

働基準法第８９条１号）。 
③就業規則の届出について 
 就業規則の労基署への届出が、東京社会営

業所にて行われていました。就業規則は、事

業場ごとに労働基準監督署長に届け出なけ

ればなりません。コミュニティふらっと永

福において、速やかに労働基準監督署長に

届け出るようにしてください（労働基準法

第８９条）。 
④３６協定の締結・届出について 
  ３６協定（時間外労働及び休日労働に関す

る協定）が、東京社会営業所にて締結・届

出をされていました。３６協定は、事業場

ごとに締結して労働基準監督署長に届け出

なければなりません。コミュニティふらっ

と永福にて、速やかに３６協定を締結し、

労働基準監督署長に届け出るようにしてく

ださい（労働基準法第３６条）。 
⑤ 賃金から法令で定められた費目以外を控

除する労使協定について 
賃金から法令で定められた費目以外を控

除する労使協定が、東京社会営業所にて締

結されていました。労使協定は、事業場ご

とに締結されなければなりません。コミュ

ニティふらっと永福にて、速やかに本協定

を締結してください（労働基準法第２４

条）。 
⑥ 労働者代表の選出について 

 就業規則の届出の際の意見書作成及び各

種労使協定の締結にあたって、東京社会営

記載し就業規則に添付

致します。 

③永福図書館・コミュ

ニティふらっと永福を

事業場として、就業規

則の届出を行う。 

 

 

 

 

④永福図書館・コミュ

ニティふらっと永福を

事業場として、３６協

定の締結・届出を行

う。 

 

 

 

 

⑤永福図書館・コミュ

ニティふらっと永福を

事業場として、賃金か

ら法令で定められた費

目以外を控除する労使

協定を締結する。 

 

 

 

⑥永福図書館・コミュ

ニティふらっと永福を

事業場として、民主的

 
 
③２０２２年１

２月に事業場の

届出をし、速や

かに就業規則の

届出を行う。 

 
 
 
④２０２２年１

２月に事業場の

届出をし、速や

かに３６協定の

締結・届出を行

う。 
 
 
 
 
⑤２０２２年１

２月に事業場の

届出をし、速や

かに労使協定の

締結を行う。 
 
 
 
 
⑥２０２２年１

２月に事業場の

届出をし、速や

 
 
③改善の方法が示された

ものと評価できます。 
 
 
 
 
 
 
④改善の方法が示された

ものと評価できます。 
 
 
 
 
 
 
 
 
⑤改善の方法が示された

ものと評価できます。 
 
 
 
 
 
 
 
 
⑥改善の方法が示された

ものと評価できます。 
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業所では労働者代表を使用者が指名してい

ました。労働者代表は、民主的な方法で事

業場の過半数の労働者の支持を得た上で選

出しなければなりません。速やかに、コミ

ュニティふらっと永福にて適正な方法で労

働者代表を選出し、就業規則の届出、各種

労使協定の締結（３６協定は届出も）を行

ってください（労働基準法施行規則第６条

の２）。 

な方法で事業場の過半

数の労働者の支持を得

た労働者代表を選出す

る。 

かに労働者代表

を選出し、各種

協定の締結・各

種届出を行う。 

 

 

【 評価項目２：安全衛生関係 】 

評 価 の 視 点 改 善 を 要 す る 事 項 実施方法及び内容 実施時期 結果報告 

（１）健康診断の実施、

産業医等の選任、業務災

害への対策の状況は適正

か。 

 

（２）喫煙対策などが行

われているか。 

改善を要する事項はありません。 

 
 

 

 

【 評価項目３：労働時間 】 
評 価 の 視 点 改 善 を 要 す る 事 項 実施方法及び内容 実施時期 結果報告 

（１）労働時間は適正に

管理されているか。 

 

（２）休暇・休日の取得

状況及び管理は適切か。 

① フルタイムスタッフの始業・終業時

刻、休憩時間について 
 フルタイムスタッフの始業・終業時刻、

休憩時間について、変形労働時間制でない

にもかかわらず、就業規則と実際の勤務と

に乖離があります。勤務は、就業規則どお

①ふらっと永福フルタ

イム勤務者（交代制勤

務）の、始業時刻、終

業時刻、休憩時間につ

いて、厚生労働省モデ

ルに準じて別紙にて記

①２０２３年４

月 1 日までに改

訂予定。 

①改善の方法が示された

ものと評価できます。 
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りに行う必要があります。速やかに、勤務

実態と就業規則とを合わせてください（労

働基準法第８９条１号） 

載し就業規則に添付致

します。 

 

 

【 評価項目４：給与 】 

評 価 の 視 点 改 善 を 要 す る 事 項 実施方法及び内容 実施時期 結果報告 

（１）賃金台帳等から適

正な計算に基づき支払い

が行われているか。 

 

（２）労働契約に基づい

た支払日に適切に支払わ

れているか。 

 

（３）最低賃金は確保さ

れているか。 

① 給与の振込先金融機関について 

 給与の支払いについて、振込口座の金融

機関が２か所に限定されていました。給与

は、労働者の同意を得た場合に本人が指定

する金融機関への振込みができることとな

っています。速やかに、振込先金融機関の

限定をなくし、労働者が任意に金融機関を

指定できるようにしてください（労働基準

法第２４条、則第７条の２）。 

①労働者より２か所以

外の金融機関の指定が

あった場合は、対応す

るように運用を変更致

します。 

 

①１２月１３日

より運用変更。 

①改善の方向性が示され

たものと評価できます。 

 

 

 

【 評価項目５：各種保険加入手続 】 

評 価 の 視 点 改 善 を 要 す る 事 項 実施方法及び内容 実施時期 結果報告 

（１）社会保険・労働保

険・雇用保険への加入状

況、手続の時期等は適正

か。 

改善を要する事項はありません。    
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【 評価項目６：法定帳簿等の整備 】 

評 価 の 視 点 改 善 を 要 す る 事 項 実施方法及び内容 実施時期 結果報告 

（１）労働者名簿、賃金

台帳、出勤簿、労働条件

通知書等が整備されてい

るか。 

改善を要する事項はありません。    

 



 

 

別紙３ 評価結果表 調査施設（業務名）：コミュニティふらっと永福 

事業者名：シダックス大新東ヒューマンサービス株式会社  

評価項目 評価結果 
改善を要する内容 

（良好であっても見直すべき点があれば記載のこと）
改善案・見直しの考え方 

１ 雇用契約と協定等 
□適切 

□要改善（軽微） 

■要改善 

①事業場単位での就業規則の届出等について 

就業規則の届出や、３６協定、賃金控除協定の締結

が、事業場単位ではなく営業所単位で行われていまし

た。また、労働者代表の選出方法が不適切でした。 

②フルタイムスタッフの休日について 

フルタイムスタッフについて、就業規則と休日の実態

との乖離がありました。 

③パートスタッフの雇用契約について 

パートスタッフの雇用契約時に、休憩時間の明示があ

りませんでした。 

①事業場単位で、正しい方法により労働者代表を選出

し、３６協定の締結と届出、賃金控除協定の締結及び

就業規則の届出を行うよう改善を求めました。 

 

②フルタイムスタッフの就業規則で、休日について勤

務実態に合った記述とするよう改善を求めました。 

 

③雇用契約時に示すシフト表に、休憩時間を明記する

よう改善を求めました。 

２ 安全衛生関係 
■適切 

□要改善（軽微） 

□要改善 

  

３ 労働時間 
□適切 

■要改善（軽微） 

□要改善 

就業規則の絶対的記載事項について 

フルタイムスタッフの始業・終業時刻、休憩時間につ

いて、就業規則の内容と実態との乖離がありました。

フルタイムスタッフの就業規則で、始業・終業時刻、

休憩時間について勤務実態に合った記述とするよう改

善を求めました。 

４ 給与 
□適切 

■要改善（軽微） 

□要改善 

給与振込口座の指定について 

給与振込に指定できる口座が、２か所の金融機関に限

定されていました。 

従業員が給与振込口座として任意の金融機関口座を選

択できるよう改善を求めました。 

５ 各種保険加入手続 
■適切 

□要改善（軽微） 

□要改善 

  



 

 

６ 法定帳簿等の整備 
■適切 

□要改善（軽微） 

□要改善 

  

 

※総合評価 

□レベル３  適切に対応している 

■レベル２  軽微な違反状態にあり。改善を求める必要がある 

□レベル１  違反状態にあり、労働基準監督署への通報を検討する必要がある 

 

指摘事項には、いずれも改善方法や改善の方向性を示していただきました。ありがとうございます。着実な実施をお願い申し上げ

ますとともに、引き続き労働環境の維持・向上につとめていただきたく存じます。どうぞよろしくお願いいたします。 
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労働環境モニタリング □評価結果 □実施計画  ■報告書 

● 事業者 ： 社会福祉法人東京家庭学校         

● 評価対象事業場 ： 高井戸保育園 

       令和４年１２月２６日作成 

評価者：東京都社会保険労務士会 中野・杉並支部 支部長 澤木寛一 

【評価項目１：雇用契約と協定等 】 
評 価 の 視 点 改 善 を 要 す る 事 項 実施方法及び内容 実施時期 結果報告 

（１）就業規則、雇用契約、

労使協定等の労働条件は

適正な内容となっている

か。 

 

（２）各種労使協定は適正

か。 

 

（３）就業規則は労働者に

周知されているか。 

① 過半数代表の選出について 

過半数代表者の選出に際して、労働者によ

る民主的な方法による選出がなされていませ

ん。過半数代表者を選出する際は、投票・挙手

等の方法による手続きにより選出してくださ

い。（労働基準法第３６条、平２３.５.１８基

発０５１８第 1号） 

 

② 就業規則の改正について 

令和４年４月１日の育児介護休業法の改正

により、育児休業・介護休業の取得要件が緩和

されています。就業規則第３８条４項(２)「採

用1年未満の職員」という要件は廃止するか、

労使協定を締結してください。（育児介護休

業法第１１条】 

➀令和４年１１月２４

日の職員会議において、

過半数代表者の選任を

行いました。次年度より

選挙により選出します。

 

 

 

➁１２月末までに、労使

協定を締結し、労働基準

監督署に届け出をしま

す。 

①令和４年度内 

 

 

 

 

 

 

 

➁年内（令和４

年） 

①過半数代表者の選任が

行われ、既に改善が行われ

ております。 

 

 

 

 

 

②改善の方向性が示され

たものと評価できます。 
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【 評価項目２：安全衛生関係 】 

評 価 の 視 点 改 善 を 要 す る 事 項 実施方法及び内容 実施時期 結果報告 

（１）健康診断の実施、産

業医等の選任、業務災害へ

の対策の状況は適正か。 

 

（２）喫煙対策などが行わ

れているか。 

改善を要する事項はありません。    

 

【 評価項目３：労働時間 】 

評 価 の 視 点 改 善 を 要 す る 事 項 実施方法及び内容 実施時期 結果報告 

（１）労働時間は適正に管

理されているか。 

 

（２）休暇・休日の取得状

況及び管理は適切か。 

① 勤務時間の把握について 

 タイムカードによる出退勤時間と勤怠台帳

の勤務時間との差異が大きい労働者が見られ

ます。６０分を超えて休憩を取得した場合に

は、タイムカードに手書きで休憩時間を書き

込むなどして、実労働時間の把握を確実に行

うようにして下さい。（労働時間の適正な把握

のために使用者が講ずべき措置に関するガイ

ドライン 平２９.１.２０策定） 

②年次有給休暇の確実付与に関する就業規則

への記載について 

本部就業規則には記載が確認できましたが、

当該事業所に適用される就業規則に記載があ

りませんでした。（労働基準法３９条７項）

➀６０分を超えて休憩

を取得した場合は、タイ

ムカードに手書きで記

入して参ります。 

 

 

 

 

 

②法律施行とともに、5

日以上の有給休暇取得

を行っていますが、園の

規則に記載がなかった

ため、本部の就業規則に

➀令和４年１１

月４日より 

 

 

 

 

 

 

 

➁令和４年度内

の理事会におい

て。 

①改善の方法が示された

ものと評価できます。 

 

 

 

 

 

 

 

②改善の方向性が示され

たものと評価できます。 
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明記してあるので、それ

に準じて、園の就業規則

を年度内に改訂します。

 

【 評価項目４：給与 】 

評 価 の 視 点 改 善 を 要 す る 事 項 実施方法及び内容 実施時期 結果報告 

（１）賃金台帳等から適正

な計算に基づき支払いが

行われているか。 

 

（２）労働契約に基づいた

支払日に適切に支払われ

ているか。 

 

（３）最低賃金は確保され

ているか。 

改善を要する事項はありません。    

 

【 評価項目５：各種保険加入手続 】 

評 価 の 視 点 改 善 を 要 す る 事 項 実施方法及び内容 実施時期 結果報告 

（１）社会保険・労働保険・

雇用保険への加入状況、手

続の時期等は適正か。 

改善を要する事項はありません。    
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【 評価項目６：法定帳簿等の整備 】 

評 価 の 視 点 改 善 を 要 す る 事 項 実施方法及び内容 実施時期 結果報告 

（１）労働者名簿、賃金台

帳、出勤簿、労働条件通知

書等が整備されているか。 

改善を要する事項はありません。 

 

   

 



 
別紙３ 評価結果表 調査施設（業務名）：高井戸保育園 

事業者名：社会福祉法人東京家庭学校 

評価項目 評価結果 
改善を要する内容 

（良好であっても見直すべき点があれば記載のこと）
改善案・見直しの考え方 

１ 雇用契約と協定等 

□適切 

■要改善（軽微） 

□要改善 

①過半数代表の選出について 

過半数代表者の選出に際して、労働者による民主的な

方法による選出がなされていません。過半数代表者を

選出する際は、投票・挙手等の方法による手続きによ

り選出してください。 

 

②就業規則の改正について 

令和４年４月１日の育児介護休業法の改正により、育

児休業・介護休業の取得要件が緩和されています。就

業規則第３８条４項(２)「採用 1 年未満の職員」とい

う要件は廃止するか、労使協定を締結してください。

 

➀過半数代表者については、投票・挙手等の方法によ

る手続きによって選出するよう改善を求めました。 

 

 

 

 

➁労使協定を締結し、労働基準監督署に届け出する 

よう改善を求めました。 

２ 安全衛生関係 

■適切 

□要改善（軽微） 

□要改善 

  

３ 労働時間 

□適切 

□要改善（軽微） 

■要改善 

①勤務時間の把握について 

 タイムカードによる出退勤時間と勤怠台帳の勤務時

間との差異が大きい労働者が見られます。６０分を超

えて休憩を取得した場合には、タイムカードに手書き

で休憩時間を書き込むなどして、実労働時間の把握を

確実に行うようにして下さい。 

 

②年次有給休暇の確実付与に関する就業規則への記載

について 

本部就業規則には記載が確認できましたが、当該事業

所に適用される就業規則に記載がありませんでした。

➀タイムカードによる勤務時間把握について、運用方

法の改善を求めました。 

 

 

 

 

 

②園の就業規則の改訂を求めました。 

４ 給与 

■適切 

□要改善（軽微） 

□要改善 

  



５ 各種保険加入手続 

■適切 

□要改善（軽微） 

□要改善 

  

６ 法定帳簿等の整備 

■適切 

□要改善（軽微） 

□要改善 

  

 

※総合評価 

□レベル３  適切に対応している 

■レベル２  軽微な違反状態にあり。改善を求める必要がある 

□レベル１  違反状態にあり、労働基準監督署への通報を検討する必要がある 

 

指摘事項には、いずれも改善方法や改善の方向性を示していただきました。ありがとうございます。着実な実施をお願い申し上げ

ますとともに、引き続き労働環境の維持・向上につとめていただきたく存じます。どうぞよろしくお願いいたします。 
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労働環境モニタリング □評価結果 □実施計画 ■報告書 

 

● 事業者 ： 社会福祉法人 風の森 

● 評価対象事業場 ： 上高井戸保育園 

       令和 ４年１２月２６日作成 

評価者：東京都社会保険労務士会 中野・杉並支部 支部長 澤木寛一 

 

【評価項目１：雇用契約と協定等 】 
評 価 の 視 点 改 善 を 要 す る 事 項 実施方法及び内容 実施時期 結果報告 

（１）就業規則、雇用契

約、労使協定等の労働条

件は適正な内容となって

いるか。 

 

（２）各種労使協定は適

正か。 

 

（３）就業規則は労働者

に周知されているか。 

①賃金算定期間について 

労働条件通知書と給与規程の賃金算定期間

が一致していません。実態を踏まえ期間の

統一をしてください。（労働契約法第７条） 
 
 

 

 

 

 

②固定残業代と時間外労働時間数について 

 労働条件通知書に記載される固定残業代と

時間外労働時間数が一致していないため、

時間単価が不明確な方がいました。また、

固定残業代の対象となる手当が、給与規程

と労働条件通知書では一致していないた

め、固定残業代の対象が明確になっていま

せん。固定残業代の対象の明確化、金額と

① 労働条件通知書を

改定し基本的な賃

金の締め日と、勤

怠についての計算

期間が違うことを

明 記 し ま し た 。

また、給与規程に

ついても同様に改

定いたします。 

 

② 金額と時間に違い

が発生している職

員について労働条

件通知書を改定い

たしました。 

また、給与規程の

改定を行い、固定

残業代の対象とな

① 令和５年４月

１日 (年度の

更新時に全従

業員分の更新

を行います) 
給与規程は理

事会承認後に

監督署へ届け

出 を 行 い ま

す。 
② 令和４年１２

月１日 
 
 
 
 
給与規程の改

定は令和５年

① 改善の方法が示された

ものと評価できます。 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
② 労働条件通知書を改定

され、固定残業代と時

間外労働時間数の整合

性が図られました。 
確認資料：労働条件通

知書 
給与規程については、

改善の方法が示された
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時間外労働時間数の整合性を図るようにし

てください。（労働基準法第３７条、基監発０

７３１第 1号平２９.７.３１） 

る手当を明確にな

るようにいたしま

す。 

 

 

３月３１日ま

でに届け出 
ものと評価できます。 

 
 
【 評価項目２：安全衛生関係 】 

評 価 の 視 点 改 善 を 要 す る 事 項 実施方法及び内容 実施時期 結果報告 

（１）健康診断の実施、

産業医等の選任、業務災

害への対策の状況は適正

か。 

 

（２）喫煙対策などが行

われているか。 

改善を要する事項はありません。  

 

 

【 評価項目３：労働時間 】 
評 価 の 視 点 改 善 を 要 す る 事 項 実施方法及び内容 実施時期 結果報告 

（１）労働時間は適正に

管理されているか。 

 

（２）休暇・休日の取得

状況及び管理は適切か。 

改善を要する事項はありません。    
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【 評価項目４：給与 】 

評 価 の 視 点 改 善 を 要 す る 事 項 実施方法及び内容 実施時期 結果報告 

（１）賃金台帳等から適

正な計算に基づき支払い

が行われているか。 

 

（２）労働契約に基づい

た支払日に適切に支払わ

れているか。 

 

（３）最低賃金は確保さ

れているか。 

改善を要する事項はありません。    

 
 

【 評価項目５：各種保険加入手続 】 

評 価 の 視 点 改 善 を 要 す る 事 項 実施方法及び内容 実施時期 結果報告 

（１）社会保険・労働保

険・雇用保険への加入状

況、手続の時期等は適正

か。 

改善を要する事項はありません。    

 
 
【 評価項目６：法定帳簿等の整備 】 

評 価 の 視 点 改 善 を 要 す る 事 項 実施方法及び内容 実施時期 結果報告 

（１）労働者名簿、賃金

台帳、出勤簿、労働条件

通知書等が整備されてい

るか。 

改善を要する事項はありません。    

 



 
別紙３ 評価結果表 調査施設（業務名）： 上高井戸保育園 

事業者名：社会福祉法人 風の森 

評価項目 評価結果 
改善を要する内容 

（良好であっても見直すべき点があれば記載のこと）
改善案・見直しの考え方 

１ 雇用契約と協定等 
□ 適切 

■ 要改善（軽微）

□ 要改善 

①賃金算定基礎期間について 

労働条件通知書と給与規程の賃金算定期間が一致し

ていませんでした。 
②固定残業代と時間外労働時間数について 

 ・労働条件通知書において固定残業代と時間外労働

時間数が不一致の労働者がおられました。 
 ・給与規程で固定残業代を含む手当のうち、その明

示がされていない手当がありました。 

① 労働条件通知書の改定、給与規程の改定および所

轄労働基準監督署への届け出を行うよう改善を求

めました。 
② について  
・労働条件通知書を改定し、固定残業代と時間外労働

時間数の整合性が図られるよう改善を求めました。 
・給与規程の改定と所轄労働基準監督署への届け出を

行うよう改善を求めました。

２ 安全衛生関係 
■ 適切 

□ 要改善（軽微）

□ 要改善 

  

３ 労働時間 
■ 適切 

□ 要改善（軽微）

□ 要改善 

  

４ 給与 
■ 適切 

□ 要改善（軽微）

□ 要改善 

  

５ 各種保険加入手続 
■ 適切 

□ 要改善（軽微）

□ 要改善 

  

６ 法定帳簿等の整備 
■ 適切 

□ 要改善（軽微）

□ 要改善 

  

 



※総合評価 

■ レベル３  適切に対応している 

□ レベル２  軽微な違反状態にあり。改善を求める必要がある 

□ レベル１  違反状態にあり、労働基準監督署への通報を検討する必要がある 

 

現地ヒアリング、本部ヒアリングともにとても調査に協力的で、終始和やかな雰囲気で進められました。 

本部責任者は、労働法令の知識・理解度も高く、法改正への迅速な対応、従業員の声に耳を傾け労働環境の改善に努められている

ように見受けられました。このことは、離職率の低さ、有給休暇取得率の高さ、時間外労働時間数の少なさなどからもうかがえま

す。 

安心して生き生きと働ける環境は、従業員のためだけでなく、日中保育園で過ごす子どもと子どもを預ける保護者にとっても、大

変素晴らしいことだと思います。
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労働環境モニタリング □評価結果 □実施計画 ■報告書 

● 事業者 ： 株式会社マミー・インターナショナル 

● 評価対象事業場 ： 西田学童クラブ 

       令和４年１２月２６日作成 

評価者：東京都社会保険労務士会 中野・杉並支部 支部長 澤木寛一 

 

【評価項目１：雇用契約と協定等 】 
評 価 の 視 点 改 善 を 要 す る 事 項 実施方法及び内容 実施時期 結果報告 

（１）就業規則、雇用契約、

労使協定等の労働条件は

適正な内容となっている

か。 

 

（２）各種労使協定は適正

か。 

 

（３）就業規則は労働者に

周知されているか。 

①始業、終業の時刻（労働時間）及び休憩時

間について 

就業規則に１か月単位の変形労働時間制

に関するシフト表の作成手続き及び周知方

法についての定めがありません。 

１か月単位の変形労働時間制を導入する

場合は、就業規則に必要事項を記載するか、

労使協定を締結する必要があります。導入す

るのであれば、速やかに必要な対応を行って

ください。（労働基準法第３２条の２、昭６

３．３．１４基発１５０号） 

②育児休業及び介護休業の対象者について 

育児・介護休業法改正（令和４年４月施行）

により、有期雇用労働者の育児・介護休業の

①就業規則を改訂し、新

たなものを本社及び、現

場に備える。 

 

 

 

 

 

 

 

 

②就業規則を改訂し、新

たなものを本社及び、現

場に備える。 

①令和４年１１

月完了いたしま

した。 

 

 

 

 

 

 

 

 

②令和４年１１

月完了いたしま

した。 

①就業規則に１か月単位の

変形労働時間制に関する

シフト表の作成手続き及

び周知方法についての定

めが記載されたことを確

認しました。 

（就業規則） 

 

 

 

 

②育児休業および介護休

業の対象者について法改

正に沿った規定内容に改
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取得要件が緩和されました。同１０月施行分

と合せて改定等の対応を行ってください。 

（育児・介護休業法第５条、第１１条） 

③法定の生理休暇について 

就業規則に生理休暇に関する記載があり

ません。生理休暇は就業規則の絶対的必要記

載事項ですので、速やかに就業規則の改定を

行ってください。（労働基準法第６８条、第８

９条１号） 

④有期契約労働者の無期転換権に関するル

ールについて 

 有期契約労働者の無期転換権に関するルー

ルが定められていません。就業規則の改定を

行ってください。（労働契約法第１８条） 

⑤雇用契約書（兼、労働条件通知書）の法定

項目の記載について 

 有期契約労働者の始業・終業時刻及び休憩

時間について記載内容が不十分です。 

シフト制採用の時は、勤務の種類ごとの始

業及び終業の時刻、休日等に関する考え方を

示し、適用される就業規則の関係条項名を示

す必要があります。実態に即した雇用契約書

（兼、労働条件通知書）を作成してください。

（労働基準法第１５条１項労働条件の明示、

労働基準法施行規則第５条１項労働条件、平

  

 

 

③就業規則を改訂し、新

たなものを本社及び、現

場に備える。 

 

 

 

④就業規則を改訂し、新

たなものを本社及び、現

場に備える。 

 

 

⑤雇用契約書（兼、労働

条件通知書）を改訂し、

令和 4 年 11 月以降より

使用します。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

③令和４年１１

月完了いたしま

した。 

 

 

 

④令和４年１１

月完了いたしま

した。 

 

 

⑤令和４年１１

月以降の対象者

より新様式にて、

取り交わしを行

っております。 

 

 

 

 

 

 

定されたことを確認しま

した。 

（就業規則） 

③就業規則に生理休暇に

関する規定が記載された

ことを確認しました。 

（就業規則） 

 

 

④就業規則に有期契約労働

者の無期転換権に関するル

ールが記載されたことを確

認しました。 

（就業規則） 

⑤雇用契約書（兼、労働条件

通知書）のシフト制に係る始

業・終業時刻及び休憩時間

が具体的な記載内容に改

善されたことを確認しま

した。 

（雇用契約書） 
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１１．１．２９基発４５号） 

⑥３６協定の締結について 

 過半数代表者の記載が記名のみとなって

います。労使双方の合意が明らかになるよう

に３６協定書又は３６協定届の写しに、署名

又は押印を行ってください。（昭５３．１１．

２０基発６４２号、基監発１２２２第 1号・

令２．１２．２２、労働基準法施行規則等の

一部を改正する省令に関するＱ＆Ａ） 

⑦過半数代表者について 

 過半数代表者は、民主的な方法で事業場の

過半数労働者の支持を得たうえで選出され

ていることを確認できませんでした。速やか

に過半数代表者の選出方法について検討を

行ってください。（労働基準法施行規則第６

条の２） 

 

 

 

⑧管理監督者について 

 就業規則において、各施設における施設長

は管理監督者であると規定されていますが、

事前調査シートやヒアリングにて施設長が

管理監督者の要件に該当していないことが

分かりました。会社の方針を明確にしたうえ

 

⑥３６協定の締結につ

いて、労使双方の合意が

明らかになるように３

６協定書又は３６協定

届の写しに、署名及び押

印を行います。 

 

 

⑦過半数代表者の選出方

法については、自薦また

は他薦等による候補者に

対して、支持するか否か

を労働者に確認するた

め、事業場内の回覧用紙

にてその旨を記載しても

らい、過半数の労働者の

支持を得た者を代表者と

する方法とします。 

⑧施設長は管理監督者

としないことといたし

ました。伴いまして、就

業規則も改訂し、新たな

ものを本社及び現場に

備えました。施設長の出

 

⑥令和４年１１

月より実施して

おります。 

 

 

 

 

 

⑦令和４年１１

月より実施して

おります 

 

 

 

 

 

 

 

⑧就業規則を令

和４年１１月完

了いたしました。

施設長への割増

賃金の支給を１

 

⑥改善の方法が示された

ものと評価できます。 

 

 

 

 

 

 

⑦改善の方法が示された

ものと評価できます。 

 

 

 

 

 

 

 

 

⑧就業規則の管理監督者

の規定が改定され、施設長

は管理監督者でないこと

が明確化されたことを確

認しました。 

（就業規則） 
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で必要な対応を行ってください。 

（労働基準法第４１条第２号、昭６３．３．

１４基発１５０号等） 

⑨休業手当について 

 就業規則（賃金・賞与規定）に休業手当に

関する記載がありません。 

 絶対的必要記載事項ですので、速やかに就

業規則の改定を行ってください。 

（労働基準法第２６条、第８９条２号） 

⑩給与の計算締切日変更について 

就業規則の賃金締切日と異なる締切日で

支払が行われた月があります。 

就業規則に定められた締切日を守って下

さい。締切日の変更が必要な場合は、就業規

則改定の手続きを行ってください。 

（労働基準法第８９条２号） 

勤簿を確認し、割増賃金

を支給いたしました。 

 

⑨就業規則を改訂し、新

たなものを本社及び、現

場に備える。 

 

 

 

⑩締切日を変更する月

日を記載した就業規則

へ改訂し、新たなものを

本社及び現場に備えま

した。 

１月３０日完了

いたしました。 

 

⑨令和４年１１

月完了いたしま

した。 

 

 

 

⑩令和４年１１

月完了いたしま

した。 

 

 

 

⑨賃金・賞与規定に休業手

当に関する規定が記載さ

れたことを確認しました。 

（賃金・賞与規定） 

 

 

⑩賃金締切日が改定され

たことを確認しました。 

（賃金・賞与規定） 

【 評価項目２：安全衛生関係 】 

評 価 の 視 点 改 善 を 要 す る 事 項 実施方法及び内容 実施時期 結果報告 

（１）健康診断の実施、産

業医等の選任、業務災害へ

の対策の状況は適正か。 

 

（２）喫煙対策などが行わ

れているか。 

①衛生推進者の選任について 

 衛生推進者を選任する義務がありますが、

選任されていません。 

速やかに法定の要件を満たす衛生推進者

を選任し、かつ、周知を実施してください。

（労働安全衛生法第１２条の２） 

①衛生推進者講習を受

講し、衛生推進者を選任

し、現場事務所内に掲示

し周知しております。 

①令和４年１１月

完了いたしまし

た。 

①衛生推進者講習の受講が

完了し、衛生推進者の選任

および事業所内に周知した

ことを確認しました。 

（衛生推進者養成講習修了

証） 

【 評価項目３：労働時間 】 
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評 価 の 視 点 改 善 を 要 す る 事 項 実施方法及び内容 実施時期 結果報告 

（１）労働時間は適正に管

理されているか。 

 

（２）休暇・休日の取得状

況及び管理は適切か。 

①休憩時間について 

休憩時間中に電話当番等が行われていま

す。「休憩時間」には、単に作業に従事しない

いわゆる手待時間は含みません。状況確認の

上、改善策の検討を行ってください。 

（労働基準法第３４条、昭２２．９．１３発

基第１７号、労働時間の適正な把握のために

使用者が講ずべき措置に関するガイドライ

ン平２９．１．２０） 

②勤務計画書の作成について 

 1 か月単位の変形労働時間制における勤務

計画書（令和３年６月）において、正社員の

労働時間（１７６時間）が変形期間（１か月）

における労働時間の総枠（１７１．４時間）

を超えて定められていました。労働時間の総

枠を超えた場合は、その部分は無効となりま

す。 

今後の勤務計画書作成では、改善を行って

ください。（労働基準法第１３条、第３２条）

①休憩時間中に電話当

番等を行わないために、

常に休憩は交代制で実

施します。 

 

 

 

 

 

②月の労働時間の確認

表を作成し、施設長と労

働時間の考え方につい

て確認しました。今後の

勤務計画書の作成にお

いて労働時間の総枠を

超えない体制を継続し

ていきます。 

①令和４年１１

月より実施して

おります。 

 

 

 

 

 

 

②令和４年１１

月より実施して

います。 

①休憩を交代制で取得す

る体制に改善したことを

確認しました。 

 

 

 

 

 

 

②勤務計画書の作成につ

いて労働時間の総枠を超

えない体制に改善したこ

とを確認しました。 

【 評価項目４：給与 】 

評 価 の 視 点 改 善 を 要 す る 事 項 実施方法及び内容 実施時期 結果報告 

（１）賃金台帳等から適正

な計算に基づき支払いが

行われているか。 

①割増賃金について 

割増賃金の支払い漏れがありました。ご確

認の上、速やかにご対応ください。 

①割増賃金について再

計算し、支給します。 
①令和４年１１

月３０日支払い

完了いたしまし

①支払い漏れとなってい

た割増賃金の支払いが完

了したことを確認しまし
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（２）労働契約に基づいた

支払日に適切に支払われ

ているか。 

 

（３）最低賃金は確保され

ているか。 

（労働基準法第３７条） た。 た。 

【 評価項目５：各種保険加入手続 】 

評 価 の 視 点 改 善 を 要 す る 事 項 実施方法及び内容 実施時期 結果報告 

（１）社会保険・労働保険・

雇用保険への加入状況、手

続の時期等は適正か。 

改善を要する事項はありません。    

【 評価項目６：法定帳簿等の整備 】 

評 価 の 視 点 改 善 を 要 す る 事 項 実施方法及び内容 実施時期 結果報告 

（１）労働者名簿、賃金台

帳、出勤簿、労働条件通知

書等が整備されているか。 

①賃金台帳について 

 賃金台帳に、法定記載事項である賃金計算

期間、労働日数、労働時間数、時間外労働時

間数に関する事項の記載がありませんでし

た。速やかに改善を行ってください。 

（労働基準法第１０８条、労働基準法施行規

則第５４条） 

①賃金台帳を改善いた

します。 

①令和４年１１

月より改善実施

しております。 

①賃金台帳に、法定記載事

項である賃金計算期間、労

働日数、労働時間数、時間

外労働時間数に関する事

項の記載がされているこ

とを確認しました。 

（賃金台帳） 

 



 
別紙３ 評価結果表 調査施設（業務名）：西田学童クラブ 

事業者名：株式会社マミー・インターナショナル 

評価項目 評価結果 
改善を要する内容 

（良好であっても見直すべき点があれば記載のこと）
改善案・見直しの考え方 

１ 雇用契約と協定等 
□ 適切 

■ 要改善（軽微）

□ 要改善 

①始業、終業の時刻（労働時間）及び休憩時間につい

て 

就業規則に１か月単位の変形労働時間制に関するシ

フト表の作成手続き及び周知方法についての定めがあ

りませんでした。 

②育児休業及び介護休業の対象者について 

育児・介護休業法改正（令和４年４月施行）によ

り、有期雇用労働者の育児・介護休業の取得要件が緩

和されました。同１０月施行分と合せて就業規則改定

等の対応が必要でした。 

③法定の生理休暇について 

就業規則に生理休暇に関する記載がありませんでし

た。 

④有期契約労働者の無期転換権に関するルールについ

て 

 有期契約労働者の無期転換権に関するルールが定めら

れていませんでした。 

⑤雇用契約書（兼、労働条件通知書）の法定項目の記

載について 

 有期契約労働者の始業・終業時刻及び休憩時間につ

いて記載内容が不十分でした。 

⑥３６協定の締結について 

 過半数代表者の記載が記名のみとなっていました。

労使双方の合意が明らかになるように３６協定書又は

３６協定届の写しに、署名又は押印を行う必要があり

ました。 

⑦過半数代表者について 

 過半数代表者は、民主的な方法で事業場の過半数労

働者の支持を得たうえで選出されていることを確認で

きませんでした。 

⑧管理監督者について 

①就業規則の始業、終業の時刻（労働時間）及び休憩

時間の定めについて、改善を求めました。 

 

 

 

②就業規則の育児休業及び介護休業の定めについて、

改善を求めました。 

 

 

 

③就業規則の生理休暇の定めについて、改善を求めま

した。 

 

④就業規則の有期契約労働者の無期転換権に関するル

ールについて、改善を求めました。 

 

 

⑤雇用契約書の法定項目の記載について、改善を求め

ました。 

 

 

⑥３６協定届の署名（又は記名と押印）について、改

善を求めました。 

 

 

 

⑦過半数代表者選出について、民主的な方法で選出す

るよう改善を求めました。 

 

 

⑧施設長の役割が管理監督者に該当するかどうか、明



 就業規則において、各施設における施設長は管理監

督者であると規定されていますが、事前調査シートや

ヒアリングにて施設長が管理監督者の要件に該当して

いないことが分かりました。 

⑨休業手当について 

 就業規則（賃金・賞与規定）に休業手当に関する記

載がありませんでした。 

  

⑩給与の計算締切日変更について 

就業規則の賃金締切日と異なる締切日で支払が行わ

れた月があり、締切日の変更が必要な場合は、就業規

則改定の手続きを行う必要がありました。 

確にするよう改善を求めました。 

 

 

 

⑨就業規則の休業手当に関する記述について、改善を

求めました。 

 

 

⑩給与の計算締切日について、賃金・賞与規定と運用

を合わせるよう改善を求めました。 

 

２ 安全衛生関係 
□ 適切 

■ 要改善（軽微）

□ 要改善 

衛生推進者の選任について 

 衛生推進者を選任する義務がありますが、選任され

ていませんでした。 

衛生推進者養成講習の受講と、衛生推進者を選任、周

知等の改善を求めました。 

３ 労働時間 
□ 適切 

■ 要改善（軽微）

□ 要改善 

①休憩時間について 

休憩時間中に電話当番等が行われていました。 

②勤務計画書の作成について 

 1 か月単位の変形労働時間制における勤務計画書

（令和３年６月）において、正社員の労働時間（１７

６時間）が変形期間（１か月）における労働時間の総

枠（１７１．４時間）を超えて定められていました。

①休憩時間に電話当番等が行われないよう、改善を求

めました。 

②勤務計画書の作成について、労働時間の総枠を超え

ない体制にするよう改善を求めました。 

４ 給与 
□ 適切 

□ 要改善（軽微）

■ 要改善 

割増賃金について 

割増賃金の支払い漏れがありました。 
支払い漏れの割増賃金の支払いを求めました。 

５ 各種保険加入手続 
■ 適切 

□ 要改善（軽微）

□ 要改善 

  

６ 法定帳簿等の整備 
□ 適切 

■ 要改善（軽微）

□ 要改善 

賃金台帳について 

 賃金台帳に、法定記載事項である賃金計算期間、労

働日数、労働時間数、時間外労働時間数に関する事項

の記載がありませんでした。

賃金台帳の記載事項について、法定項目をもれなく記

載するよう改善を求めました。 

 



※総合評価 

■ レベル３  適切に対応している 

□ レベル２  軽微な違反状態にあり。改善を求める必要がある 

□ レベル１  違反状態にあり、労働基準監督署への通報を検討する必要がある 

 

現地スタッフおよび本部スタッフともに調査に協力的であり、本部責任者についても労働環境改善に前向きな姿勢が見受けられ

ました。改善提案に対する対処も迅速に実施されており、また、調査対象事業所以外の事業所についても割増賃金の支払漏れの有

無を確認し、支払漏れがあれば差額支給するとのことでした。 

現地および本部ともに、事務所内の雰囲気が良く、素晴らしいことだと思いました。
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労働環境モニタリング □評価結果 □実施計画 ■報告書 

 

● 事業者 ： 株式会社日本デイケアセンター       

● 評価対象事業場 ： 桃三学童クラブ 

       令和４年１２月２６日作成 

評価者：東京都社会保険労務士会 中野・杉並支部 支部長 澤木寛一 

 

【評価項目１：雇用契約と協定等 】 
評 価 の 視 点 改 善 を 要 す る 事 項 実施方法及び内容 実施時期 結果報告 

（１）就業規則、雇用契

約、労使協定等の労働条

件は適正な内容となって

いるか。 

 

（２）各種労使協定は適

正か。 

 

（３）就業規則は労働者

に周知されているか。 

①就業規則記載内容 

就業規則第５０条２項（１）において「欠

勤が７日以上に及び」となっている日数を

「１４日以上におよび」と改定し、労働基

準監督署へ提出してください。行政通達で

は「原則として２週間以上」です。（昭２

３．１１．１１基発第１６３７号、昭３

１．３．１基発第１１１号） 
 
②妊娠や出産を申し出た労働者への対応 

妊娠出産を申し出た労働者に対する個別の

周知・意向確認措置を取っていませんでした。

文書を作成し、個別周知に備えてください。 

（育児・介護休業法第２１条） 

 

 

 
 

①ご指摘の通り、規則

を以下の通り改定致し

ました。（改定就業規則

添付①） 

 

７日以上→１４日以上 

 

 

 

②育児・介護休業等に

関する規則 

の改訂にあたり、内容

及び表記を十分精査し

た上で制定し、従業員

への周知を図ります。 

①改定規則の施

行 
令和４年１２月

１日 
労働基準監督署

へ の 届 出 完 了

後、再報告致し

ます。 
 
②令和５年３月

末までに改定 
令和５年４月１

日より施行し、

同時に従業員へ

の周知を実施致

します。 

①改善の方法が示された

ものと評価できます。 
 
 
 
 
 
 
 
②改善の方向性が示され

たものと評価できます。 
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【 評価項目２：安全衛生関係 】 

評 価 の 視 点 改 善 を 要 す る 事 項 実施方法及び内容 実施時期 結果報告 

（１）健康診断の実施、

産業医等の選任、業務災

害への対策の状況は適正

か。 

 

（２）喫煙対策などが行

われているか。 

衛生推進者の選任。 

衛生推進者を選任し、周知してください。 
（労働安全衛生法第１２条の２） 

須藤施設長を選任する

にあたり、１１月１８

日衛生推進者養成講習

を受講、修了をもって

正式任命致しました。

添付資料②（修了証） 

２０２２年１１月

１８日より 
改善の方法が示されたもの

と評価できます。 

 

 

【 評価項目３：労働時間 】 
評 価 の 視 点 改 善 を 要 す る 事 項 実施方法及び内容 実施時期 結果報告 

（１）労働時間は適正に

管理されているか。 

 

（２）休暇・休日の取得

状況及び管理は適切か。 

改善を要する事項はありません。    
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【 評価項目４：給与 】 

評 価 の 視 点 改 善 を 要 す る 事 項 実施方法及び内容 実施時期 結果報告 

（１）賃金台帳等から適

正な計算に基づき支払い

が行われているか。 

 

（２）労働契約に基づい

た支払日に適切に支払わ

れているか。 

 

（３）最低賃金は確保さ

れているか。 

改善を要する事項はありません。    

 
 

【 評価項目５：各種保険加入手続 】 

評 価 の 視 点 改 善 を 要 す る 事 項 実施方法及び内容 実施時期 結果報告 

（１）社会保険・労働保

険・雇用保険への加入状

況、手続の時期等は適正

か。 

改善を要する事項はありません。    

 
 
【 評価項目６：法定帳簿等の整備 】 

評 価 の 視 点 改 善 を 要 す る 事 項 実施方法及び内容 実施時期 結果報告 

（１）労働者名簿、賃金

台帳、出勤簿、労働条件

通知書等が整備されてい

るか。 

改善を要する事項はありません。    

 



 

 

 
別紙３ 評価結果表 調査施設（業務名）：桃三学童クラブ 

事業者名：株式会社日本デイケアセンター 

評価項目 評価結果 
改善を要する内容 

（良好であっても見直すべき点があれば記載のこと）
改善案・見直しの考え方 

１ 雇用契約と協定等 
□適切 

■要改善（軽微） 

□要改善 

①就業規則記載事項（制裁の事由）について 

就業規則第５０条２項（１）において「欠勤が７日以

上に及び」となっていました。行政通達では「原則と

して２週間以上」です。 

②妊娠出産を申し出た労働者に対する対応について 

個別の周知・意向確認措置を取っていませんでした。

①就業規則第５０条２項（１）の該当部分を「１４日

以上におよび」と改定し、労働基準監督署へ提出する

よう提案いたしました。 

 

②文書を作成し、個別周知に備えるよう提案いたしま

した。 

２ 安全衛生関係 
□適切 

■要改善（軽微） 

□要改善 

衛生推進者の選任について 

衛生推進者を選任していませんでした。 

（労働安全衛生法第１２条の２） 

衛生推進者を選任し、周知するよう提案いたしまし

た。 

３ 労働時間 
■適切 

□要改善（軽微） 

□要改善 

  

４ 給与 
■適切 

□要改善（軽微） 

□要改善 

  

５ 各種保険加入手続 
■適切 

□要改善（軽微） 

□要改善 

  

６ 法定帳簿等の整備 
■適切 

□要改善（軽微） 

□要改善 

  

 



 

 

※総合評価 

■レベル３  適切に対応している 

□レベル２  軽微な違反状態にあり。改善を求める必要がある 

□レベル１  違反状態にあり、労働基準監督署への通報を検討する必要がある 

 

指摘事項にはいずれも改善方法や改善の方向性を示していただき、一部は実施していただきました。ありがとうございます。引き

続き労働環境の維持・向上につとめていただきたく存じます。どうぞよろしくお願いいたします。
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